
う

年度の途中に追加で必要となる歳費を賄うため、国が新たに計上する予算のことです。今回の補正予算案を読み

解くことで、来年度の補助金などの方向性を事前に把握できます。

補正予算とは？

令和7年度補正予算案発表！
中小企業支援策のポイント解説！

～認定支援機関で対応できます～

・各種補助金申請
・経営改善計画書の作成
・創業支援
・優遇金利での資金調達  など ▲ 動画でも ▲

ご視聴できます

佐園達哉税理士事務所からNewsLetterを配信！ 2026年1月号

令和7年度の補正予算案が発表されました。今回は中小企業にとって重要な支援策が多数盛り込まれています。
本NewsLetterでは、その中でも特に注目すべきポイントを分かりやすく解説いたします。

予算成立後、3月頃には補助金の実施などが予想されますので
詳細については専門家と相談しながら事前の準備をしていきましょう！

② 省力化投資支援の強化

人手不足の解消や生産性向上に直結す

る投資を重点的に支援する方針が示され

ました。ロボット・自動化ラインなど、省力

化投資を重点的に支援する方針が明確

になり、既存基金から約1,800億円の予

算が確保されています。

③ 賃上げ実現性の重視

デジタル化・AI導入補助金

従来のIT導入補助金は「デジタル化・AI導入

補助金」へと名称が変更されました。積極的に

AIを活用する業務効率化など、より広範なデジ

タル化が補助対象となる可能性が示唆されてい

ます。

今回の補正予算案は、主に「省力化」「成長投資」「賃上げ」の3つが大きな柱となっています。

補正予算案の3つの特徴

① 成長投資支援の拡大

売上高10億円から100億円までの中堅

企業を国が本格的に後押しする方針が明

確になりました。予算規模は4,121億円

（既存基金含む）となり、企業の持続的な

成長を支援します。

多くの補助金で「賃上げ」が重要な要件と

なりつつあります。生産性向上と賃上げ

の連動性がこれまで以上に求められ、補

助金の審査においても賃上げの実現可

能性が、より重要な評価ポイントとなるこ

とが想定されます。

各補助金への影響（可能性）

ものづくり補助金の再編・統合

の可能性今回の予算案では「ものづくり補助金」の名称が

なくなり、代わりに「省力化投資」や「成長投資」

が中心施策として掲げられました。10年以上

続いた本補助金が、他の補助金に再編・統合

される可能性があります。

大規模成長投資補助金

中堅企業の成長を後押しするため、「100億宣

言」をした企業向けに1,000億円規模の別枠

予算が用意されています。本補助金を申請

する際は、事前の100億宣言もご検討くだ

さい。

省力化投資補助金

ポストものづくり補助金として注目されており、

既存基金から約1,800億円の予算が確保され

ています。申請が集中する可能性が高いため、

早めの情報収集と検討をお勧めします。

賃上げと補助金ごとの準備

利益確保と人件費のバランスを踏まえ、どのように賃上げを実現

するかを検討しましょう。また、申請する制度ごとに要件や提出資

料が異なるため、過去の公募要領などを参考に準備を進めること

が重要です。

今からできる準備

自社の棚卸しと設備投資の検討

自社の強み・弱みや事業環境、収益構造などを分析し、今後の経営

方針と投資計画をまとめておくことが重要です。どのような設備を

導入するか、早めに情報収集し、複数社の比較検討を進めておき

ましょう。

〒675-0010 加古川市野口町良野242番1の3ｵﾌｨｽ松風101号室

佐園達哉税理士事務所 （認定経営革新等支援機関） 

TEL：079-429-6623 FAX：079-429-6624
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